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外国出生者における結核診断時の病態
および発見経路の特徴
南　　 朗　 子
Ⅰ．緒　　言
　かつて「亡国病」と言われていた結核は、近年では、衛生環境の改善や化学治療の発展によ
り感染や発症は減少し、発症しても適切な治療を受ければ治る病気となった。日本の2015年の
新登録結核患者数は18,280人で、罹患率は14.4と欧米諸国と比較しても高い状況にあり（1）、世
界的には依然として結核中蔓延国である。日本の結核罹患率は、化学療法の進歩に伴い減少し
ていくことが予想され、その結果、結核患者に占める現役世代の割合は相対的に拡大すると予
測されることから（2）、労働者層への対策が重要となる。
　先進国で結核の減少を鈍化させた原因の一つに外国人が挙げられており、日本の新登録結核
患者に占める外国人の割合は1987年の1.6％から2006年の3.8％と継続的に増加している（2）。ま
た、外国人結核患者に占める勤労者は45.6％を占め、そのうち常用勤労者が23％と最も高い割
合を占めている（3）。外国人労働者の場合、常用勤労者の雇用形態は、生産工程作業に就労する
労働者は、人材派遣や業務請負といった間接雇用の形態をとる事業所が増加し、間接雇用の形
態で働く外国人労働者数は大幅に伸びている（4）。
　筆者が関わった外国出生結核患者の中にも、非正規雇用労働者で、長期間に渡り健康診断受
診機会のなかった事例、定期健康診断を毎年受診しているにも関わらず、その後の精密検査等
を受診していないために発見が遅れ、重症化してから治療開始となる事例が散見された。
　2016年の日本の就業人口に占める非正規雇用労働者の割合は37.5％で年々増加している（5）。
非正規雇用労働者の中でも派遣労働者は、その雇用形態から、健康管理に関する責任の所在が
不明確であり、正社員と比較しても健康状態が把握されていないことが多く見受けられる（6）。
河津ら（7）は、派遣労働者の健康診断受診率は約 7割であるものの、健康診断後の保健指導実施
状況は「実施なし」「わからない」が半数以上を占めているのが現状であると報告している。
井上ら（8）の報告からも、非正規雇用労働者の健康特性や医療アクセスの低さの程度について対
策を行ない予防措置を講じる必要があり、これらの問題は、結核患者においても共通している
と考えられる。また、星野ら（9）は都道府県間の結核罹患率の差異に対する方策として、有症状
時の早期の医療機関受診、ハイリスク者の定期健診と精密検査以後の対応の徹底などが考えら
れるが、現状では、非正規雇用労働者におけるこれらの対策は十分ではないと述べている。
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　そこで、本研究は、外国出生者における結核登録患者の基本属性、雇用特性及び結核診断時
の病態および発見経路などの特徴を明らかにすることで、外国出生労働者の結核対策について
示唆を得ることを目的とした。
Ⅱ．研 究 方 法
1．対　　象
　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」と記す）に基づき、
2003年から2012年の10年間にＡ県Ｂ保健所管内で登録された結核登録患者265名を分析対象と
した。
2．研究デザイン
　Ａ県Ｂ保健所において、感染症法に基づき登録管理されている結核登録者情報（二次資料）を
用いた後ろ向き要因分析研究である。
3．データ収集
　Ａ県Ｂ保健所より感染症発生動向調査システムの結核登録者情報から表 1に示す情報の提供
を受けた。
　登録時年齢は、労働者層の特徴を把握するため、表 1に示す 3区分とした。職業区分は、労
働者の特徴を把握するため、就労の有無で区分し、就労ありのうち「デインジャーグループ」
表 1　用いた情報と区分
項　　目 区　　分
基本属性
　　登録時年齢 20歳未満 20～64歳 65歳以上
　　性別 男性 女性
　　出生国 外国生まれ 日本生まれ
　　職業区分 就労あり（勤労者） 就労なし（無職）
（内訳）デインジャーグループ注1）
　　　　常用勤労者注2）
　　　　臨時雇・日雇勤労者注3）
発見経路と発見時の病状 定期健康診断 定期健康診断以外
　　患者発見方法
　　発見時呼吸器症状 あり なし
　　Ｘ線学会分類 空洞あり 空洞なし
　　塗抹検査結果 陽性 陰性
　　培養検査結果 陽性 陰性
　　PCR検査結核菌同定検査 陽性 陰性
　　発病から初診までの期間 2週未満 2週～ 1ヶ月未満 1ヶ月以上
注 1） 日本結核病学会が「発病率は高くないが、発症すると他者へ感染させる恐れが高い者」と定義しており、①高校以下の教
職員、②医療保健施設職員、③福祉施設職員、④幼稚園、保育園、塾の講師が該当する。
注 2） デインジャーグループを除く常用勤労者
注 3） デインジャーグループを除く臨時雇・日雇勤労者
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（表 1注 1参照）とその他の「常用勤労者」「臨時・日雇勤労者」に分類した。
　労働者に受診が義務づけられている定期健康診断の発見手段としての有効性を検討するため、
患者発見方法は「定期健康診断」と「定期健康診断以外」に区分した。また、他者への感染性、
重症度を示す指標として、「発見時呼吸器症状の有無」「Ｘ線学会分類」「塗抹検査結果」「培養
検査結果」「PCR検査結核菌同定検査」の項目を用いた。医療へのアクセスの特徴を把握する
ため、「発病から初診までの期間」を用いた。
4．分 析 方 法
　分析対象とした265名について記述統計を算出後、出生国と性別、年齢階級、診断時の病態
（塗抹検査結果、培養検査結果、PCR検査結果、肺病変における空洞の有無、発見時呼吸器症状）、発見
経路（定期健康診断、医療機関受診）の関連を、χ2 検定により分析した。
　分析には、SPSS for windows ver.22.0 を用いた。有意水準は p<0.05 とした。
5．倫理的配慮
1 ） 大阪教育大学倫理委員会の承認を得て実施した（承認日：平成26年 3 月25日、承認番号：62）。
2） 個人情報の保護について
　⑴ 　収集するデータには、個人が特定される情報を含まないこととし、本研究の目的以外に
は一切使用しない。
　⑵ 　個人が特定されるデータは用いないものの、対象特性による差別につながらないよう、
結果及び考察の記述には十分配慮した。
　⑶ 　収集データは、ロック付き外部記憶装置USBにおいてパスワード管理した上で、施錠
付き保管庫で管理した。
Ⅲ．結　　果
1．結核登録患者の属性と発見方法
　結核登録患者の属性と発見方法を出生国別に表 2に示す。性別、患者発見方法については、
出生国による有意な違いはみられなかった。年齢区分には、有意な差がみられ、日本生まれは
65歳以上が50.6％と最も多いのに対し、外国生まれには65歳以上の高齢者はみられず、勤労世
代の20～64歳が92.3％を占めていた。日本生まれの平均年齢をみると61.0±22.2歳（239名）に対
して、外国生まれは30.3±12.4歳（26名）と若かった。
　外国出生者の出生国の内訳はブラジル（ 9名）、フィリピン（ 4名）、ペル （ー 2 名）、ベトナム
（ 2名）、中国、インドネシア、トルコ（各 1名）で、トルコ以外は高蔓延国であった。
　就労ありでの割合は出生国による有意な差がみられ、外国生まれは69.2％、日本生まれは
36.9％であった。
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　患者発見方法では、感染症法及び労働安全衛生法に基づく「定期健康診断」の割合は外国生
まれでやや低いが、出生国による有意な差はみられなかった。
　発病から初診期間の情報は144名しか得られなかったが、その内訳は、 2 週未満が63名
（23.8％）と最も多く、 1ヶ月以上は外国生まれにやや多くみられたが、出生国による有意な差
はみられなかった。
2．出生国別就労状況の内訳と発見時の病状
　結核登録患者の就労状況の内訳と発見時の病状を出生国別に表 3に示す。外国生まれに「勤
表 2　出生国別　結核登録患者の属性と発見方法
外国生まれ
（n＝26）
日本生まれ
（n＝239）
全体
（n＝265） sig
ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％
性別 男性 14 53.8 153 64.0 167 63.0
女性 12 46.2  86 36.0  98 37.0
年齢階級 3区分 20歳未満  2  7.7   7  2.9   9  3.4
20～64歳 24 92.3 111 46.4 135 50.9 ＊＊
65歳以上  0  0.0 121 50.6 121 45.7
就労の有無 就労あり 18 69.2  87 36.4 105 39.6 ＊＊
就労なし  8 30.8 152 63.6 160 60.4
患者発見方法 定期健康診断  3 11.5  40 16.7  43 16.2
定期健康診断以外 23 88.5 199 83.3 222 83.8
発病～初診までの期間 2週未満  5 19.2  58 24.3  63 23.8
2 週～ 1ヶ月  3 11.5  28 11.7  31 11.7
1 ヶ月以上  5 19.2  32 13.4  37 14.0
不明 13 50.0 121 50.6 134 50.6
＊＊p<0.01
表 3 　出生国別　就労状況の内訳と発見時の病状
外国生まれ
（n＝26）
日本生まれ
（n＝239）
全体
（n＝265） sig
ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％
就労の有無
　　就労あり（勤労者） 18 69.2  87 36.4 105 39.6 ＊＊
　　　〈再〉常用勤労者 12 46.2  49 20.8  61 23.3 ＊＊
　　　〈再〉臨時雇・日雇勤労者  5 19.2  11  4.7  16  6.1 ＊　
　　　〈再〉デインジャーグループ  0  0.0  14  5.9  14  5.3
　　就労なし  8 30.8 152 63.6 160 60.4
発見時の病状
　　呼吸器症状あり 14 53.8 136 56.9 150 56.6
　　空洞あり  5 19.2  60 25.1  65 24.5
　　塗抹検査結果陽性  7 26.9  94 39.3 101 38.1
　　培養検査結果陽性 10 38.5 103 43.1 113 42.6
　　PCR検査結核菌陽性 11 42.3 104 43.5 115 43.4
＊p<0.05　＊＊p<0.01
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労者」が有意に多く（p<0.01）、デインジャーグループの者はみられなかったが、外国生まれに
はデインジャーグループを除く、「常用勤労者（46.2％）」（p<0.01）、「臨時雇・日雇勤労者（19.2％）」
（p<0.05）の割合が有意に高かった。
　発見時の病状および検査結果には、出生国による有意な差はみられなかった。
Ⅳ．考　　察
　2003年（平成15）年から2012（平成24）年の10年間にＡ県Ｂ保健所管内で登録された結核登録患
者265名を対象として、結核診断時の病態および発見経路に影響する患者因子について検討し
た。今回分析した、Ａ県Ｂ保健所の新登録患者における外国出生者の割合は9.8％と、同年の
全国の割合（3.1％）（10）より高率であったが、これはＡ県Ｂ保健所が管轄するＣ市およびＤ市に、
第二次産業を中心とした、外国人を雇用する企業が多く、人口10万人あたりの外国人登録者数
もＣ市が2460.9人、Ｄ市が3637.9人と全国（1287.0人）（11）の 2 ～ 3 倍高い地域であるためと考える。
　星野ら（12）は、在留外国人の学生、労働者（特に臨時・日雇い）、家事従事者に対する定期健康
診断の実施や有症状時における医療機関受診が可能な体制づくりが患者の早期発見に有効であ
ると述べている。本研究では、結核登録患者の発見経路、発見時の症状には出生国による違い
がみられなかったものの、外国出生者には勤労者が多くみられたことから、外国出生勤労者に
対する定期健康診断の徹底は重要であると考える。また、外国出生者の出生国は高蔓延国が占
めていたことから、外国出生勤労者に対する雇入時健康診断は有効であると考えられる。一方、
健康診断以外で発見された患者は、出生国に関わらず 8割以上を占めていること、発病から初
診までの期間も不明者が約半数存在することから、結核に関する知識の普及など一次予防を強
化するための啓発活動と、有症状時の受診行動を可能とする体制整備が必要であると考えられ
る。
　石川ら（13）は、社会的弱者は労働状況や経済状況から、受診・診断が遅れ、重症化し死に至
ることが多いと述べている。また、河津ら（14）は、結核死の主な社会経済的危険因子として、
無職、教育年数、ホームレス・ホームレス歴、薬物依存、飲酒、外国生まれ・外国籍、移民な
どがあり、特に若年者の結核死に社会経済的因子が強く関連していると述べている。
　今回の結果からは、発病から受診までに 1ヶ月以上を要している者の割合が外国出生で多い
傾向がみられ、外国出生は医療へのアクセスの遅れの要因となり得ることが示唆された。
　本研究の対象特性として、2003（平成15）年から2012（平成24）年の10年間にＡ県Ｂ保健所管内
で登録された結核登録患者に占める60歳以上の割合は52.8％であり、2015年の全国の結核登録
患者に占める65歳以上の割合62.5％（10）と比較して低かった。これは、Ａ県の老年人口割合が
24.2％と全国値（26.6％）を下回り、県民の平均年齢が44.5歳（11）と全国で 3番目に低い若い集団で
あったことが関係していると考えられる。2012年の全国の結核罹患率は16.7（最低：長野9.5、最
高：大阪27.1）でＡ県は12.0と低かった（10）。このことから、今回の研究成果は、Ａ県Ｂ保健所の
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特性を反映した結果であると考える。また、本研究は、登録患者数が265例と少なく、そのう
ち外国人患者は26例であったことから、検出力不足のため有意な関連を見出すことができな
かった。一方、今後の対策につながるいくつかの知見が得られたことから、今後は大規模な
データを分析対象とした類似の研究が望まれる。
Ⅴ．結　　語
　2003年（平成15）年から2012（平成24）年の10年間にＡ県Ｂ保健所管内で登録された結核登録患者
265名を対象として、結核診断時の病態および発見経路に影響する患者因子について検討した。
　外国出生者における結核登録患者の特性として、ほとんどが高蔓延国出身者であり、平均年
齢が若く、勤労者、中でも常用勤労者、臨時・日雇い勤労者の割合が高かった。また、外国出
生勤労者に対する、雇入時健康診断、定期健康診断は結核患者発見の重要な機会であることが
示唆され、受診機会の確保、受診後の事後指導、有症状時の早期医療機関受診を可能にする体
制整備が重要である。
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